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第一 目 的 
      行政財産の使用許可に関し ては、 東京都公有財産規則（ 昭和三十九年三月東京都規則第九

十三号） に定めら れており 、 その取扱いについては公有財産関係の条例及び規則の施行につ

いて（ 昭和三十九年四月一日付三十九財管一発第百四十九号依命通達） 及び行政財産の使用

許可の取扱いについて（ 昭和四十一年一月十二日付四十財管一発第四百三十九号依命通達）

が特に留意すべき 事項を示し ている 。  
 こ れによ れば、行政財産を 使用する 者に対し ては、当該財産に付帯する 電話、電気、ガス 、

水道等の諸設備の使用に必要な経費すなわち光熱水費等を 負担さ せなければなら ない旨規定

さ れている 。  
し かし ながら 、 その計算方法については統一性を 欠く むき も 見う けら れる ので、 こ の計算

方法によ り 、 その取扱いの適正を期し 、 あわせて能率的処理をはかる も のと する 。  
第二  範 囲 

一  こ の計算方法は、 東京都公有財産規則の適用さ れる 財産に適用する も のと する 。   
  二  使用許可にあたつては、 許可書に明示さ れた使用を許可する 財産（ 以下「 使用財産」 と い

う 。） に付帯する 諸設備の使用に必要な経費を負担さ せる こ と と する 。 例えば、 建物の一部

を 事務室と し て使用許可する 場合で、使用部分がついたて等で間仕切り さ れる よ う な状態で

あつても 、 許可書に記入さ れる 使用許可部分の数量や添付図面によ つて使用部分を 明示し 、

こ れに付帯する 諸設備の使用に必要な経費を 負担さ せる こ と と する 。  
 三 使用許可部分以外のと こ ろにある 給湯場所の給水給湯設備を都の職員と 許可受人及びその

使用人と が共同使用する 場合は、 当該設備を 使用財産に付帯する 設備と みなす。  
第三 光熱水費等の範囲及び計算方法  
 一 こ の計算方法によ る 光熱水費等の範囲は、 電気、 ガス 、 水道及び電話の料金と する 。  
  二 計算方法 
 (一)  電 気  

 ア 親メ ータ ーがある 場合 
      使用財産の電気設備に電気事業者の設置する メ ータ ー（ 親メ ータ ー） が設置さ れてい

る 場合は、 電気事業者の請求する 料金を 許可受人が全額負担する 。  
イ  子メ ータ ーがある 場合 

使用財産の電気設備に親メ ータ ー以外のメ ータ ー（ 子メ ータ ー） が設置さ れている 場

合は、 次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。  
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使用財産の    子メ ータ ーの直結する 親    子メ ータ ーの表示する 月間消費電力量 
月額電気料金 ＝ メ ータ ーによ つて計算さ れ ×  子メ ータ ーの直結する 親メ ータ ーの表示する  
        る 月額電気料金        月間消費電力量 
 
     ウ  子メ ータ ーがない場合 

 (ｱ)  使用財産の電気設備に子メ ータ ーが設置さ れていない場合は、使用器具の一時間当た

り の消費電力量（ 当該器具に表示さ れた電力量を キロ ワ ッ ト に換算し たも の） に別紙

一の用途別によ る 器具使用時間及び使用日数二十一（ 一ケ月を 二十一日と する 。 以下

同じ 。） を 乗ずる 計算を 使用さ れている 器具それぞれについて行い、 こ れを 集計し たも

のを使用器具の月間消費電力量と し て次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。  
 

使用財産の    使用器具の直結する 親メ      使用器具の月間消費電力量 
月額電気料金 ＝ ータ ーによ つて計算さ れる   × 使用器具の直結する 親メ ータ ー 

月額電気料金          の表示する 月間消費電力量 
 
       (ｲ)  使用財産に設置し た公衆電話機及び当該公衆電話機専用電灯に子メ ータ ーが設置さ

れていない場合は、 一個当たり の公衆電話機については東京電力株式会社の定める 従

量電灯Ａ 契約の最低料金を 月額料金と し 、 専用電灯については(ｱ)によ り 月額料金を計

算する 。  
            ただし 、 専用電灯の一日当たり の使用時間は十二時間、 一ヶ 月間の使用日数は当該

月の実日数と する 。  
 
 全公衆電話機の月額電気料金  ＝  東京電力株式会社の従量電灯Ａ 契約の最低料金  ×  台数 
                                    
全専用電灯の      専用電灯の直結する 親メ ータ ー       全専用電灯の月間消費電力量   

 月額電気料金 ＝ によ つて計算さ れる 月額電気料金  ×  専用電灯の直結する 親メ ータ ーの 
                                      表示する 月間消費電力量  
  

なお、 従量電灯Ａ 契約の最低料金の額については、 東京電力株式会社に確認する こ

と 。  
ま た、 当該料金額は改定さ れる 場合がある ので留意する こ と 。  

(二）  ガ ス  
     ア  親メ ータ ーがある 場合 
        使用財産のガス 設備にガス 事業者の設置する メ ータ ー（ 親メ ータ ー） が設置さ れている

場合は、 ガス 事業者の請求する 料金を許可受人が全額負担する 。  
     イ  子メ ータ ーがある 場合 
         使用財産のガス 設備に親メ ータ ー以外のメ ータ ー（ 子メ ータ ー） が設置さ れている 場合

は、 次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。  
 
 



 使用財産の       子メ ータ ーの直結する 親       子メ ータ ーの表示する 月間消費ガス 量 
 月額ガス 料金 ＝  メ ータ ーによ つて計算さ   ×   子メ ータ ーの直結する 親メ ータ ーの 
                  れる 月額ガス 料金         表示する 月間消費ガス 量 
                                                
     ウ  子メ ータ ーがない場合 
      (ｱ) 使用財産のガス 設備に子メ ータ ーが設置さ れていない場合は、 別紙二の使用器具別一

時間当たり の消費ガス 量に同じ く 別紙二の使用財産の用途別によ る 器具使用時間及び使

用日数二十一を 乗ずる 計算を 使用さ れている 器具それぞれについて行ない、 こ れを 集計

し たも のを 使用器具の月間消費ガス 量と し て次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。  
                                          
  使用財産の      使用器具の直結する 親メ            使用器具の月間消費ガス 量  
  月額ガス 料金  ＝  ータ ーによ つて計算さ れ  ×  使用器具の直結する 親メ ータ ーの表示する  
                   る 月額ガス 料金             月間消費ガス 量 
                                             

(ｲ)  別紙二の使用器具別一時間当たり の消費ガス 量は、東京ガス 管内（ 熱量一万一千Ｋ cal/
㎥） における も のなので、 こ れ以外の都市ガス 及びプロ パン ガス を使用する 場合は、 次

の計算方式によ り 別紙二の消費ガス 量を 変更し て (二) ウ (ｱ)の計算を 行う 。  
 
変更後の使用器具別１ 時    別紙２ の使用器具別１          11,000   
間当たり の消費ガス 量   ＝  時間当り の消費ガス 量 ×  当該使用する ガス の熱量（ Ｋ cal/㎥）  
                      
    エ  ボン ベ入り プロ パンガス 使用の場合 
      (ｱ)  ボン ベ入り プロ パン ガス を ガス 供給源と し ている 場合は、 次の計算方式によ り 月額料

金を 計算する 。  
 
   使用財産の       １ キロ グラ ム         使用財産の月間          １ 立方メ ー   
   月額プロ パン   ＝ 当り のプロ パ    × プロ パン ガス 消 × 2.3   ト ルを 2.3    
   ガス 料金         ン ガス 購入単価      費量（ 立方メ ー          キロ グラ ム   
                                       ト ルで表示）             に換算する 。  
                
     (ｲ) エ(ｱ)の計算方式中における 使用財産の月間プロ パン ガス 消費量は、 当該使用財産のガ

ス 設備に子メ ータ ーが設置さ れている 場合は子メ ータ ーの表示する 量によ り 、 子メ ータ

ーが設置さ れていない場合は(二)ウ のガス 消費量集計方法によ り 計算する 。  
 (三)  水 道 

ア 親メ ータ ーがある 場合 
       使用財産の水道設備に水道事業者の設置する メ ータ ー （ 親メ ータ ー） が設置さ れている

場合は、 水道事業者の請求する 料金を許可受人が全額負担する 。  
イ  子メ ータ ーがある 場合 

        使用財産の水道設備に親メ ータ ー以外のメ ータ ー（ 子メ ータ ー） が設置さ れている 場合

は、 次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。  



                                          
使用財産の      子メ ータ ーの直結する 親          子メ ータ ーの表示する 月間消費水量 
月額水道料金 ＝ メ ータ ーによ つて計算さ   ×  子メ ータ ーの直結する 親メ ータ ーの表示する  
             れる 月額水道料金        月間消費水量 
 
   ウ  子メ ータ ーがない場合 
     (ｱ) 使用財産の水道設備に子メ ータ ーが設置さ れていない場合は、 別紙三の水栓（ 湯沸

器を 含む。 以下同じ 。） 一個一時間当たり の取付口径別流量に同じ く 別紙三の使用財

産の用途別によ る 水栓使用時間と 使用財産に設置し てある 取付口径別の水栓数及び

使用日数二十一を 乗じ て得た取付口径別の一ケ月の水栓消費水量を 集計し 、こ れを 使

用水栓の月間消費水量と し て次の計算方式によ り 月額料金を 計算する 。     
 
使用財産の        使用水栓の直結する 親メ           使用水栓の月間消費水量  
月額水道料金  ＝  ータ ーによ つて計算さ れ  ×  使用水栓の直結する 親メ ータ ーの表示する  
                  る 月額水道料金           月間消費水量 
                                                   
       (ｲ)  水栓と 湯沸器と が直結し ている 場合は一水栓と する 。  
     エ 使用財産に水洗便所が含ま れている 場合 
         使用財産に専用の水洗便所があつて、当該財産の水道設備に子メ ータ ーが設置さ れてい

ない場合は、次の方法によ つて得た水栓と 便器の月間消費水量を 他の許可部分の月間消費

水量に加えて使用財産の月額水道料金を 計算する 。  
 
           水栓の月間消費水量―(三)ウ の計算方法によ る 。 但し 使用財産の用途別によ る 水栓使

用時間は財産管理者が決定する 。  
 
       便器の月間消費水量―財産管理者が決定する 。  
 
   オ 公共下水道設置済区域にある 行政財産を使用許可する 場合は、下水道料金を 含めたも の

を 水道料金と する 。  
 
  (四) 電 話                               
     ア   使用財産に一般内線電話（ 外線へも 内線へも 通話可能な電話） 又は内線専用電話（ 内線

へのみ通話可能な電話） が設置さ れている 場合は、 次の計算方式によ つて一個当たり の月

額料金を計算する 。           
       (ｱ)  一般内線電話                                      
         ａ   電話機毎に通話料を把握でき る 場合                
 
             月額料金＝Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ＋Ｅ ＋Ｆ                 
 
             ただし 、 当該電話機がプッ シュ ホン又はダイ ヤルイ ン 電話（ 直通番号が付与さ れて



いる 一般内線電話） でない場合は、 当該計算方式から Ｃ 又はＤ を除いたも のを 一個当

たり の月額料金と する 。  
 
         ｂ  電話機毎に通話料を把握でき ない場合               
 
              月額料金＝Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ＋Ｅ ′＋Ｆ                
 
              ただし 、 当該電話機がプッ シュ ホン 又はダイ ヤルイ ン 電話でない場合は、 当該計

算方式から Ｃ 又はＤ を 除いたも のを 一個当たり の月額料金と する 。     
     (ｲ)  内線専用電話                                       
 
         月額料金＝Ｆ                                        
 
       年額電話交換業務費（ 電話交換業務を 委託する 場             1                1 
Ａ  ＝  合は年額委託料、 都職員が電話交換業務を行う 場 ×  全一般内線電話機数  ×   12  
       合は年額交換手人件費）                                             
 
                                                              １      
Ｂ   ＝ 全一般内線電話機の月額回線使用料（ 基本料）  ×  全一般内線電話機数    
 
                                                            １  
Ｃ   ＝ 全一般内線電話機の月額プッ シュ 回線使用料  ×   全プッ シュ ホン 数 
                                                    
Ｄ   ＝  当該電話機の月額ダイ ヤルイ ン 使用料 
 
Ｅ   ＝  当該電話機の月額通話料        
                                                 １        
Ｅ ′＝  全一般内線電話機の月額通話料  ×  全一般内線電話機数       
 
                                                                 １  
Ｆ   ＝ 電話交換機の稼動に要する 月額電気料金 × 全一般内線電話機数＋全内線専用電話機数  
                                                   
  イ  電話交換業務費の算定時点等 
    (ｱ)  アのＡ の年額電話交換業務費のう ち、 電話交換業務を委託する 場合の年額委託料は、 使

用許可の日の属する 年度のも のを 、都職員が電話交換業務を 行う 場合の年額交換手人件費

は、 使用許可の日の属する 年度の前の年度のも のを 用いる こ と と する 。             
  
    (ｲ)  電話交換業務を委託する 場合で、 電話交換設備設置の日が使用許可の日の属する 年度と

同一年度内である と き （ 使用許可の日の属する 年度の年度初日である と き を 除く 。） は、

アのＡ は次の計算方式によ つて一個当たり の月額委託料を 計算する 。       



 
                             委託契約金額                           １      
月額委託料 ＝  委託契約月数（ 契約期間を月数で表示する 。   ×  全一般内線電話機数 
               ただし 、 小数点以下第２ 位を 四捨五入する ｡)       
  

 (ｳ)  都職員が電話交換業務を 行う 場合で、電話交換設備設置の日が使用許可の日の属する 年

度と 同一年度内又は使用許可の日の属する 年度の前の年度中である と き（ 使用許可の日の

属する 年度の前の年度初日である と き を 除く 。） は、 アのＡ は次のａ 又はｂ の計算方式に

よ つて一個当たり の月額交換手人件費を 計算する 。  
       ａ   電話交換設備設置の日から 使用許可の日ま での期間が一ヶ 月に満たない場合 
             
             電話交換設備設置の日の翌月（ 設    職員の給与に関する 条例        
月額交換     備設置の日が月の初日の場合は設   に定める 率によ り 計算し た       １  
手人件費 ＝  備設置の月） の交換手人件費（ 期 ＋ 期末手当額及び勤勉手当額等 × 全一般内線 
             末手当及び勤勉手当等を 除く 。）               １ ２           電話機数    
 

ｂ  電話交換設備設置の日から 使用許可の日ま での期間が一ケ月以上である 場合 
 
            電話交換設備設置の日の翌月（ 設    
            備設置の日が月の初日の場合は設    職員の給与に関する 条例 
            備設置の月） から 使用許可の月ま     に定める 率によ り 計算し  
月額交換    での交換手人件費（ 期末手当及び    た期末手当額及び勤勉手           1 
手人件費 ＝ 勤勉手当等を除く 。）             ＋ 当額等            × 全一般内線 
            電話交換設備設置の日の翌月（ 設            １ ２                 電話機数 
            備設置の日が月の初日の場合は設                   
            備設置の月） から 使用許可の月ま       
            での月数                                   
 
    (ｴ)  電話交換機の稼動に要する 月間消費電力量を子メ ータ ー等によ り 把握でき ない場合は、

アのＦ は、 (一) ウ の(ｲ)の公衆電話機一個当たり の月額電気料金を 適用する こ と と する 。  
 
   ウ  交換手人件費は、 給料、 扶養、 調整、 住居、 通勤、 超過勤務、 期末、 勤勉手当及び共済費

等交換手にかかる 総ての費用を 含むも のであり 、イ の(ｳ)の期末手当及び勤勉手当等には、こ

れら に付随し て都が負担する 共済費等毎月都が負担する 費用以外の総ての費用を 含むも の

と する 。   
 (五)  給湯場所の共同使用の場合 
       使用財産以外のと こ ろ にあ る 給湯場所の給水給湯設備を 都の職員と 許可受人及びその使

用人と が共同使用する 場合は、 職員と 許可受人及びその使用人と の人数（ 職員は毎年四月一

日現在、 許可受人及びその使用人は使用許可年月日現在） によ つて当該設備の一ケ月のガス

及び水道の消費量（ その計量は、 (二) 、 (三) 及び(八) の計算方法に準じ て行う 。） を按分し



て許可受人及びその使用人の消費し た量を 計算し 、使用財産のガス 及び水道消費量に加える

も のと する 。  
(六)   総合庁舎使用の場合 

       使用財産を 含む行政財産が総合庁舎内に存在し て、 当該行政財産の電気、 ガス 及び水道の

設備に親メ ータ ーが設置さ れていない場合は、(一) イ 、(一) ウ 、(二) イ 、(二) ウ (ｱ)、(三) イ

及び(三) ウ (ｱ)の月額料金計算方式中の「 親メ ータ ーによ つて計算さ れる 月額電気料金、 月

額ガス 料金及び月額水道料金」 は、 総合庁舎の使用に関する 協定書等によ つて、 各財産管理

者が負担すべき も のと し て定めら れている 電気、ガス 及び水道料金の負担率を 総合庁舎の電

気、ガス 及び水道設備の親メ ータ ーによ つて計算さ れる 月額料金に乗じ て得た料金によ る こ

と と し 、 同じ く 月額料金計算方式中の「 親メ ータ ーの表示する 月間消費電力量、 月間消費ガ

ス 量及び月間消費水量」 は、 前記負担率を 総合庁舎の電気、 ガス 及び水道設備の親メ ータ ー

が表示する 月間消費量に乗じ て得た量によ る こ と と する 。  
(七) 日割計算 

     ア 使用許可の期間が一ケ 月未満であ る と き の料金及び使用を 開始する 日が月額料金計算

のための一ケ 月と し て区分さ れた期間の初日と 同じ でないと き の許可後最初の料金は日

割計算と する 。ま た使用を 終了する 日が月額料金計算のための一ケ月と し て区分さ れた期

間の末日と 同じ ではないと き の許可後最後の料金も 日割計算と する 。  
イ   電話料金を 日割計算する 場合には、 (四) アのＡ 、Ｅ ′及びＦ について日割計算を 行つて

得た額によ り 、(四)アの(ｱ)の一般内線電話又は(四) アの(ｲ)の内線専用電話一個当たり の月

額料金を計算する 。  
(八)  特例 

ア   別紙一及び別紙二によ り 使用さ れる 器具で、季節的に使用さ れる も のがある 場合におい

ては、 夏季専用器具は七月、 八月及び九月に、 冬季専用器具は十二月、 一月、 二月及び三

月に使用さ れる も のと する 。  
イ   使用財産の電気、ガス 及び水道設備に子メ ータ ーが設置さ れていない場合で使用財産の

一ケ月間の使用日数を 二十一日と する こ と が著し く 不適当な場合は、許可受人の申請に基

づき 、 財産管理者が決定する 日数によ る こ と ができ る 。  
ウ   別紙一、別紙二及び別紙三の使用財産の用途別によ る 器具及び水栓の一日当り の使用時

間によ る こ と が著し く 不適当な場合は、 許可受人の申請に基づき 、 財産管理者が一日当り

の使用時間を 決定する こ と ができ る 。  
エ 使用財産の一般内線電話一個当たり の使用回数が、使用財産以外の行政財産の一般内線

電話一個当たり の使用回数と 著し く 異なる 場合は、 許可受人の申請に基づき 、 財産管理者

が認めた使用回数の割合を (四) アのＡ 及びＥ ′にそれぞれ乗じ て得た額によ り 、 (四) ア

の(ｱ)の一般内線電話一個当たり の月額料金を計算する こ と ができ る 。  
三  こ の計算方法に定めのない機器並びにこ の計算方法によ る こ と が著し く 不適当であ る と 認

めら れる 機器及び他の計算方法によ る こ と が合理的である と 認めら れる 機器に係る 光熱水費

等については、財産管理者が適当である と 認める 当該機器及び水栓の一時間当たり の消費電力

量、 消費ガス 量及び消費水量、 並びに一日当たり の当該機器及び水栓の使用時間、 並びに計算

方法を 決定する こ と ができ る 。  
 



第四  施行期日 
     こ の計算方法は、 昭和四十四年七月一日から 適用する 。  
第五 経過措置 
     すでに使用許可さ れている も のは、 その期間中は従前の例によ り 、 新たに使用許可する 場

合はこ の計算方法によ る こ と と する 。  


